
健康長寿の条件

１． 食生活
２． 体力 ・ 身体活動
３． 社会参加
４． こころ（心理）
５． 事故予防
６． 健康食品やサプリメント
７． 地域力
８． フレイル
９． 認知症
10．生活習慣病
11．介護 ・ 終末期

¨ 血清アルブミン
が高い
(栄養状態良好）

¨ 足が丈夫(体力)

¨ 短期の記憶力が
良い

¨ 主観的健康感が
高い

¨ 社会参加が活発

¨ 太り方は中程度

¨ タバコは吸わな
い

¨ 酒はほどほど

¨ 血圧は高からず，
低からず

¨ 血清コレステ
ロールは高から
ず，低からず

健康長寿の１０か条（2000） （2017）

老化予防 生活習慣病予防
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Frailtyとは、高齢期に生理的予備能が低下す

ることでストレスに対する脆弱性が亢進し、生

活機能障害、要介護状態、死亡などの転帰に

陥りやすい状態で、筋力の低下により動作の

俊敏性が失われて転倒しやすくなるような身体

的問題のみならず、認知機能障害やうつなど

の精神・心理的問題、独居や経済的困窮など

の社会的問題を含む概念である。

フレイルに関する日本老年医学会からのステートメント(H26/5)
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負のアウトカム

加齢 加齢 加齢

健康増進と予防 フレイルティの

予防/先延ばし
フレイルティの減弱 負のアウトカムの

予防/先延ばし

フレイルティ

ライフコースに

かかわる決定因

・年齢

・教育

・収入

・性別

・民族性

・婚姻状況

・住居環境

・ライフスタイル

・ライフイベント

・生物学的要因

（遺伝子含む）

病気

生物学的予備力

の低下

以下の低下

・栄養摂取 ・体力

・移動能力 ・持久力

・身体活動 ・バランス

障害

医療の利用

死亡

以下の低下

・認知機能

・心的状態

・コーピング

以下の低下

・社会上の人間関係
・ソーシャル・サポート

身体的フレイル

心理的フレイル 社会的フレイル

Gobbens RJ, van Assen MA, Luijkx KG, et al. The Tilburg Frailty Indicator: psychometric properties. J Am Med Dir Assoc. 2010; 
11(5):344-55.を西(2015)が翻訳

フレイルの統合的概念モデル
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将来、認知症が減少する？
ライフコースにかかる生活環境の重要性

Health and Retirement Study（HRS）
：米国の代表性のある65歳以上高齢者コホート研究より
⇒2000年（10,546人）と2012年（10,511人）の認知症有病率
を比較した結果、有病率は2000年：11.6％から2012年：8.8％
（年齢・性調整後は8.6％）へ低下
⇒主な理由は？ 2000年と2012年で教育年数は平均11.8年か
ら12.7年へ約1年延長。12年未満の割合が32.6％から20.6％に
減少する一方、16年以上の割合は16.6％から23.6％に増加し
た.

Langa KM, et al. A Comparison of the Prevalence of Dementia in the United States in 2000 and 
2012. JAMA Intern Med. 2017 Jan 1;177(1):51-58. doi: 10.1001/jamainternmed.2016.6807
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1.2 教育年数別にみた認知症発症リスク

12年未満 12年 13～15年 16年以上
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身体機能

食事の質・量

食事摂取量

体組成 心理機能 認知機能

フレイル、身体障害、自立障害（要介護）

服薬

疾病要因

社会的要因

生理学的要因

(Inzitari M et al.,2011) より改変・引用

【多様性が重要】10食品群の摂取頻度（肉類、魚介類、卵類、牛乳、大豆製品、緑
黄色野菜類、海藻類、果物、芋類、油脂類）が多様な人ほど、筋肉量が多く、体力が
高いことや、その後の筋肉量や体力の低下が抑制（Yokoyama,et al. 2016&17)

高齢期の食・栄養と健康アウトカム

【社会的解決策】 企業による開発＋販売策 ＆ コミュニティによる孤食予防策
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タイプ2閉じこもりの予後

歩行障害 要支援状態 要介護状態 認知機能障害

そ
れ
ぞ
れ
の
発
生
の
危
険
度

（
2
年
間
の
追
跡
）

3

2

1

0

2.30

2.85

1.63

3.05

4

「非閉じこもり」と
比較しての危険度

（性、年齢、慢性疾患の保有個数、

初回調査時の各活動能力レベルを調整）

新潟県長岡市旧与板町健康調査（平成12年） 新開2001 7
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別居親族、友人・近所の人との対面および非対面接触併せて週1回未満

閉じこもり傾向の定義：単独外出可能かつ一日1回未満

社会的孤立の定義：同居家族以外との接触が
週1回未満

レ ベル５ ： 寝たり 起きたり （ 床は常時し てある 、 ト イ レ 、 食事には起きてく る ）
レ ベル６ ： 寝たきり

タ イ プ２ 　閉じ こも り 傾向
レ ベル１ ， ２
非閉じ こ も り

傾向

レ ベル３ 以下
非閉じ こ も り

傾向
タ イ プ1　閉じ こも り 傾向

レ ベル６

総合的移動能力
レ ベル１ ： 自転車、 車、 バス、 電車を使っ て一人で外出できる
レ ベル２ ： 家庭内およ び隣近所ではほぼ自由なく 外出できる
レ ベル３ ： 少し は動ける （ 庭先に出てみる 、 小鳥の世話をし たり 、 簡単な縫い物をすると いう 程度）
レ ベル４ ： 起きてはいるが、 あま り 動けない（ 床から 離れている時間のほう が多い

レ ベル３

レ ベル４

レ ベル５

レ ベル１

レ ベル２

総合的移動能力
普段の外出頻度

毎日１ 回以上 2, 3日に1回程度 週１ 回程度 ほと んどない

斉藤雅茂、藤原佳典他.日本公衆衛生学雑誌（2010）

Fujiwara et al.GGI（2016）



男

Odds比

年令、同居者有無、健康度自己評価、年収、抑うつ(GDS-15) 、初回の老研式活動能力指標を調整済
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女

閉じこもり傾向と孤立の類型別4年後の
生活機能(老研式活動能力指標)低下

Fujiwara et al. Geriatr Gerontol Int (2016)

n=344 n=77 n=151 n=70

非閉じこもり傾向
＆非孤立

閉じこもり傾
向
&孤立

閉じこもり傾向
＆非孤立

非閉じこもり傾向
&孤立

n=553 n=234 n=73  n=73

非閉じこもり傾向
＆非孤立

閉じこもり傾
向
&孤立

閉じこもり傾向
＆非孤立

非閉じこもり傾向
&孤立

交流なき外出と外出なき交流の弊害

埼玉県A市地域高齢者2008~2012 9
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非閉じこもり傾向・非孤立 閉じこもり傾向・非孤立 非閉じこもり傾向・孤立 閉じこもり傾向・孤立

閉じこもり傾向と孤立の類型別 4年後の総死亡リスク

Odds比

埼玉県A市地域高齢者2183人(2008~2012)

年令、同居者有無、健康度自己評価、年収、抑うつ(GDS-15) 、初回の老研式活動能力指標を調整済
閉じこもり傾向と孤立の重層的弊害

P<0.01
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地域でのフレイル予防・改善プログラム開発と効果検証

*2名中1名は3回目調査に参加

鳩山コホート研究参加者（2010年開始：742名）
・2011年簡易健康調査 (n = 741)
・2013年簡易健康調査 (n = 704) 

虚弱スクリーニング

虚弱該当者に教室案内
・2011年：149名
・2013年：134名

ベースライン調査（77名）
・2011年：47名
・2013年：30名

介入群（38名）
・2011年：23名
・2013年：15名

対照群（39名）
・2011年：24名
・2013年：15名

虚弱改善のための
複合的介入

無作為割り付け（77名）

2回目調査（70名）

虚弱改善のための
複合的介入

3回目調査（68名）

ドロップアウト
4名

3ヵ月

6ヵ月

ドロップアウト
3名

待機期間

介入なし

ドロップアウト
1名

ドロップアウト
2名*

「毎日元気にクラス！」プログラム概要
・週2回、3ヵ月間、全22回（100分／回）

・60分の運動と30分の栄養または心理・
社会プログラムから成る複合的プログラム

（栄養および心理・社会プログラムは隔回実施）

教室の様子
左上：運動プログラム
右上：栄養プログラム
左下：心理・社会

プログラム

Seino et al.,GGI (in press).
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フレイル予防・改善プログラムの短期的効果 Seino et al.,GGI (in press).

性、年齢、ベースライン時または3カ月時の値で調整した
一般化線形混合効果モデルによる解析

IIGでは、DIGに比べて、
4点以上の者（フレイル）
が有意に24%減少。

●主要アウトカム（CL15得点とフレイル該当率）の変化
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今後の課題

フレイルには個別介入か？地域介入か？

平均
男性：27.6%（有意な地域差あり）
女性：19.7% （有意な地域差あり）

東京都大田区におけるフレイルの地域格差

大田区元気シニアプロジェクトよ
り
(清野ら,2017) 

Ø 「フレイル」高齢者に主体的な参加が
期待できるか？

Ø 「フレイル」には地域格差がある
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埼玉県A市20歳以上無作為中抽出3000人(2014) 14
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世代共通の難題

「子育て」に関する
理解・許容不足

緊急時の支援や
生活支援ボランティア不足 相談の機会の不足

孤立による３つのＦ（不安・不便・不健康）

子育て支援・地域づくり
参加のきっかけ不足

担い手不足による
支援の不足

財源抑制に伴う
公的支援の縮小

子育て世代 高齢者世代

蓄積 蓄積

両世代に共通する課題を一挙に解決できる方法はないか？
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一般信頼 地域信頼（％）

高年層中年層若年層

速報「世代間の助け合いの意識と実態に関する調査」(平成27年3月実施)住民基本台帳より無作為抽出した
20～84歳の川崎市A区民2.500人（回収率 39.2％） (村山陽他、2016)

世代別川崎市A区民のソーシャルキャピタル
～世間一般の人への信頼vs.地域の人への信頼
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プロジェクトの全体像
多世代互助コミュニティプロジェクト進行中 ～2018/9

科学技術振興機構平成27～30年度戦略的創造研究推進事業（社会技術研究開発）『持続可能な多世代共創社会のデザイン』研究開発領域事業


